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1． はじめに 

 現在の日本では，地域間における教育の格差は非常に

大きい．例えば，自治体の子供一人あたりの教育出費の

差，高等教育施設の偏在，学校外における学習の機会の

差などが挙げられる．これらの格差は農山漁村の衰退を

加速させていると考えられる． 

 高等教育は，将来の高い賃金や豊かな教養などを得る

ことに繋がり，子供に対して大きな影響を与える。そし

て，可能であるならば子供に高等教育を受けさせてあげ

たいと思う親は多い 1)．この事実から、子供を持ってい

る，もしくは将来持つことを考えている世帯は，子供の

教育条件が良い地域を好む傾向にあることが推測される．

そして，若い労働者が農山漁村に移住することが少なく

なってしまい，そのような地域の衰退に繋がってしまう

ことが十分に考えられる． 

 そこで本研究では，教育格差の是正による人口変動を

分析することを目的として，教育格差の影響を考慮した

立地選択モデルを構築し，農山漁村からの人口流出に対

して有効な政策の検討を行う． 

 

2． モデルの構造 

2.1 モデルの概要 

 本研究のモデルでは，都市と仮定した地域(地域 0)と

農村と仮定した地域(地域 1)の，2 地域間における世帯

の立地行動と、財，労働力，土地市場の均衡を，複数期

間にわたって記述する． 

 モデル内には家計と，農業財を生産する企業，工業財

と都市サービスを合わせた都市的財を生産する企業，不

在地主，高等教育施設が存在する．家計は効用を最大化

するように行動し，企業も利潤を最大化するように行動

する．図 1 にモデルの構成の概要を示す． 

 また，以下にモデル内における仮定を示す． 

(1) 家計は親世代と子供世代で構成される． 

(2) 地域 0 には都市的財を生産する企業が，地域 1

には農業的な財を生産する企業が存在し，これら

の企業は立地変更を行わない．  

(3) 地域間で通勤することは不可能であり，それぞれ

の地域の労働者はその地域の企業に完全に雇用さ

れる． 

(4) 高等教育施設は地域 0 にのみ存在するため，地

域 1 の家計の子供が高等教育を受けるとき，地

域 0 の家計の子供に比べ多くの費用がかかる． 

(5) 高等教育を受けた労働者は受けていない労働者よ

り高い生産性を持ち，高い賃金を得る． 

(6) 家計は自由に居住地を選択する事ができる． 

(7) 子供はそれぞれの家計で求められた進学率に応じ

て，次の期の高等教育を受けた，もしくは受けて

いない親になる． 

(8) 家計の総数は一定である． 

 

2.2 家計の行動 

 (1)家計の効用関数 

 家計の効用は，消費行動から表される現在の効用と，

子供の将来の効用の期待値との和で表す．また，ランダ

ム効用理論に基づきガンベル分布に従う誤差項を持つも

のとする．家計の効用値は式(1)で表される． 

 

Ui
e = Upi

e   + k1Uci
e + ϵi

e  (1) 

 

i ∈ {0,1} ：家計の立地場所を示すベクトル 

e ∈ {0,1} ：親の教育状態を示すベクトル(e = 0ならば高

等教育を受けていない，e = 1 ならば高等教

育を受けている) 

Ui
e ：地域 i に立地する教育状態 eの親の家計の効用 

 

Upi
e  ：地域 i に立地する教育状態 e の親の家計の現在の

効用 

Uci
e  ：地域 i に立地する教育状態 e の親の家計の子供の

期待効用 

k1 ：パラメーター 

ϵi
e ：ガンベル分布に従う誤差 

 

 
図 1 
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 現在の家計の効用は農業財，都市的財，土地，自然と

のふれあい，余暇時間によって表現されるものとする．

立地が地域 i であり，親の教育状態が e の家計の現在の

効用は以下のようになる． 

 

Upi
e = α1 ln(cA i

e ) + α2 ln(cC i
e ) + +α3 ln(ai

e)

+ α4 ln(ni
e) + α5 ln(li

e) 

 

(2) 

 

 

cAi
e  ：農業財の消費量 

cC i
e  ：都市的財の消費量 

ai
e ：土地の使用面積 

ni
e ：自然とふれあう時間 

li
e ：余暇時間 

αm ：パラメーター 

 

 農業財，都市的財に含まれる工業財の輸送費用に関し

ては氷塊型輸送費用を仮定し，輸送されたこの 2 つの

財を購入する場合，消費者は生産地価格に輸送費用を加

えた価格で財を購入する． 

 都市的財に含まれる都市サービスは地域 0 でのみ消

費することができると仮定し，地域 1 の住民は都市サ

ービスそのものの価格に加え，サービスの消費量に応じ

た移動時間も加えて消費するものとする．つまり，地域

1 の住民が都市的財を消費するためには，輸送費に加え

て移動するための時間も消費する必要がある． 

 自然とのふれあいに関しては，地域 0 には豊かな自

然が存在する場所が限られているため，地域 0 の住民

が自然とふれあうには，追加で移動時間も消費しなくて

はならない．地域 1 では豊かな自然が多く存在するた

め，その必要はない． 

 また，それぞれの家計は子供が高等教育を受ける確率

に応じて高等教育費を払うとする．そして，高等教育費

の総額は地域 0 の住民へ，地代の総額はそれぞれの地

域の住民へと分配されるものとする． 

 これらを踏まえた予算制約式は以下のようになる． 

 

pA(1 + (1 − i)vA)cA i
e + pC(1 + i ∙ vC)cC i

e

+ i ∙ wi
etCcC i

e + riai
e + wi

e{(1 − i)t′n + tn}ni
e

+ wi
eli

e + Pi
1 eeci

1 = Wi
e   

 

 

(3.a) 

Wi
e = wi

eT + ya i
e + (1 − i) ∙ yec

e    (3.b) 

 

wi
e ：地域 i に立地する教育状態 eの労働者の賃金 

pA ：農業財の生産地価格 

vA ：農業財の輸送コストによる価格の増加率 

pC ：都市的財の生産地価格 

vC ：都市的財の輸送コストによる価格の増加率 

ri ：地域 i の地代 

T ：可処分時間 

tC ：地域 1 の住民が単位量の都市的財を消費するため

に必要な時間 

tn ：自然とふれあうために必要な単位時間 

tn
′  ：地域 0 の住民が自然とふれあうために必要な移動

時間 

Pi
1 e：それぞれの家計の子供が高等教育を受ける確率． 

eci
 1：地域 i で子供に高等教育を受けさせるために必要

な費用 

yA i
e  ：地代の総額の配分による収入 

yec ：高等教育費の総額の配分による収入 

 

 家計は現在の効用を最大化するように消費行動を行な

うとすると，式(2)，（3）より各財，土地，余暇時間に

対する需要関数が求められる． 

 

cA i
e =

α1

∑ αmm
∙

Wi
e − Pi

1 e ∙ eci
1

pA{1 + vA(1 − i)}
       (4.a) 

            cC i
e =

α2

∑ αmm
∙

Wi
e − Pi

1 e ∙ eci
1

pC(1 + i ∙ v𝐶) + i ∙ wi
etC

    (4.b) 

 ai
e =

α3

∑ αmm
∙

Wi
e − Pi

1 e ∙ eci
1

ri
                   (4.c) 

ni
e =

α4

∑ αmm
∙

Wi
e − Pi

1 e ∙ eci
1

wi
e{tn + (1 − i)t′

n}
         (4.d) 

li
e =

α5

∑ αmm
∙

Wi
e − Pi

1 e ∙ eci
1

wi
e                   (4.e) 

 

 子供の将来の期待効用は，それぞれの教育状態になる

確率と，その状態での現在の家計の効用値から求める．

また，高等教育を受けた親は，子供も高等教育を受ける

ことを好むため，その家計においては子供が高等教育を

受けたときに得られる効用を高く評価すると仮定する．

これを定式化すると以下のようになる． 

 

Uci
e = (1 + e × k2) ∙ Pi

1 e ∙ Upi
1 + Pi

0 e ∙ Upi
0  (5) 

 

f = {0,1}：子供が高等教育を受けるか否かを示すベクト

ル 

Upi
e  ：地域 i に立地する教育状態 e の親の家計の現在の

効用値 

Pi
f e ：地域 i に立地する教育状態 e の家庭において，子

供が教育状態 f になる確率 

 

 現在の効用を最大化することで得られる家計の間接効

用は以下のように表現される． 

 

Vi
e = Vpi

e + k1{(1 + e × k2) ∙ Pi
1 e ∙ Vpi

1 + Pi
0 e ∙ Vpi

0 }

= Vi
′e + ϵi 

e  
(6) 

 

 (2)子供が高等教育を受ける確率 

 子供が高等教育を受ける場合に必要なことは，「子供

が高等教育を受けると選択すること」，その後に「入学

試験を通過すること」であると考える．これを定式化す

ると以下のようになる． 

 

Pi
1 e = Ei

e ∙ Pi
′1 e

  (7) 

 

Pi
1 e ：地域 i に立地する教育状態 e の親の家計の子供

が高等教育を受ける確率． 

Ei
e ：地域 i に立地する教育状態 e の親の家計の子供

が入学試験に合格できる確率． 
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Pi
′1 e

 ：地域 i に立地する教育状態 e の家計の子供が高

等教育を受けることを選択する確率． 

 

 ここで地域の子供の学力，つまり入学試験を通過する

確率に関係する要素を 2 つ仮定する．１つは，各地域

における義務教育の水準，もう 1 つはそれぞれの家計

の学校外で受ける教育の量とする． 

 義務教育水準は地域に特有の値を持ち，自治体の教育

投資の増額によって上昇すると仮定する．また，塾など

の学校外で教育を提供する産業は都市サービスに含まれ

るとして，都市的財を多く消費する家計の子供は学校外

で教育を受ける機会が多いと仮定する． 

 これらから，入学試験の通過確率は，一人あたり教育

投資と都市的財の消費量に関する増加関数と設定する． 

 高等教育の享受の選択に関しては，その選択による子

供の将来期待賃金の増加率と，実質の可処分所得の減少

率の積が高くなるように選択すると考える．そして，こ

こにもガンベル分布に従う誤差があると仮定し，ロジッ

トモデルによって表現する． 

 地域 i に立地する親の教育状態が e の家計における，

子供の予測賃金と家計の可処分所得の増減率の積，Ri
′f e

は以下の式で表される． 

 

Ri
′f e

=
wi

f̅̅̅̅

wi
0̅̅ ̅̅

∙
W′i

e − eci
f

W′i
e  (8) 

W′i
e＝wi

e[ {T − li − i ∙ cC its − {(1 − i)t′n

+ tn} ni
e] + ya i

e + (1 − i) ∙ yec
e   

 

(9) 

W′i
e ：地域 i に立地する教育状態 e の親を持つ家計の可

処分所得 

wi
f̅̅̅̅  ：教育状態 f の子供の地域 i での将来の期待賃金 

また，高等教育を受けない場合の高等教育費は 0，つ

まり，eci
0 = 0である． 

 

 このとき，子供が高等教育の享受を選択する確率は，

以下の式で表される． 

 

Pi
1 e = prb(Ri

′1 e
+ ϵi

1 e ≥ Ri
′0 e

+ ϵi
0 e)

=
exp(k3R′

i
1 e)

∑ exp(k3R′
i
f e) 

f=0,1

 

 

 

 

 (10) 

 

ϵi
f e：ガンベル分布に従う誤差 

k3 ：パラメーター 

 

(3)家計の立地選択 

 家計は 2 つの地域で得られる間接効用の水準に基づ

いて立地選択を行うとする． 

 教育状態 e の親を持つ家計が地域 i を居住地に選択す

る確率Qi
eは以下の式で表される． 

 

             Qi
e = prb(Vi

e ≥ Vj
e; i ≠ j, j ∈ I)

=
exp(k4Vi

e)

∑ exp(k4Vj
e)j=0,1

                                             (11)   

  

 教育状態 e の状態の親を持つ家計の総数をHeとすれ

ば，地域 i の教育状態 e の親の家計数は，以下の式で表

される。 

 

Hi
e = Qi

eHe (12) 

 

2.3 企業の生産活動 

 それぞれの企業は自身の利潤を最大化するように生産

を行なうものとする．また，集積の経済を考慮し，人口

密度の増加に伴い生産性が上昇するものとする． 

 各地域の企業の生産関数，利潤最大化行動は同様の形

で表せるものとして，以下にそれを示す． 

 

max
XK,LK

0 ,LK
1 ,AK

fK(Dj) pKXK − wj
0LK

0 − wj
1LK

1 − rjAK (13.a) 

s. t  XK = kK{LK
0 + (1 + Mj)LK

1 }
βK ∙ AK

γK (13.b) 

 

K ∈ {C, A} ：企業の種類 

j ∈ {0,1} ：それぞれの企業立地に対応した地域 

C ：都市的財を生産する企業を示す 

A ：農業を生産する企業を示す 

pK ：企業K の財の価格 

XK ：K の企業の財の生産量 

wj
0 ：地域 j の教育状態 0 の労働者の賃金 

LK 
0  ：企業K における教育状態 0の労働投入量 

wj
1 ：地域 j の教育状態 1 の労働者の賃金 

LK
1  ：企業K における教育状態 1の労働投入量 

AK  ：企業K における土地の投入量 

rj ：地域 i の地代 

Dj ：地域 j の人口密度 

kK , Mj, βK, γK：企業K におけるパラメーター 

f K(Dj)：企業K における集積の経済の影響を表す関数 

 

 これを解くことで，各企業の労働投入量，土地に関す

る需要関数や賃金を得ることができる． 

LK
0 + (1 + Mj)LK

1 = (
wj

0

fK(Dj)pKkKβKA
K

γK
)

1
βK−1

 (14.a) 

AK = (
rj

fK(Dj)pKkKγK{LK
0 + (1 + Mj)LK

1 }
βK

)

1
γK−1

 (14.b) 

wj
1 = wj

0(1 + Mj) (14.c) 

 

2.4 均衡条件 

 以下にそれぞれの均衡条件式を示す． 

(1)財市場 

XK = ∑ ∑ cK i
e ∙ Hi

e

i=0,1e=0,1

  (15) 

平成27年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第72号



 

(2)労働市場 

 

LC
0 = H0

0 ∙ {T − l0
0 − n0

0(tn + tn
′ )} (16.a) 

LC
1 = H0

1 ∙ {T − l0
1 − n0

1(tn + tn
′ )} (16.b) 

LA
0 = H1

0 ∙ (T − l1
0 − n1

0tn − tCcC 1
0 ) (16.c) 

LA
1 = H1

1 ∙ (T − l1
1 − n1

1tn − tCcC 1
1 ) (16.d) 

 

(3)土地市場  

 

A𝐶 + ∑ a0
e ∙ H0

e = A0

e=0,1

 (17.a) 

AA + ∑ a1
e ∙ H1

e = A1

e=0,1

 (17.b) 

 

Ai：地域 i において利用可能な土地の総量 

 

2.4 利潤の配分 

 各利潤は 2 種類の労働者の賃金の比と同じ割合で各

家計に配分されるとする． 

 地代と高等教育費の配分は以下の式で表される． 

[地域 0 の地代]  

∑ (1 + eM0)ya 0
0 H0

e = 

e=0,1

r0 ( ∑ a0
eH0

e

e=0,1

+ AC)   (18. a) 

   ya 0
1 = (1 + M0)ya 0

0  (18.b) 

  

[地域 1 の地代] 

 
 

∑ (1 + eM1)

e=0,1

ya 1
0 H1

e = r1(a1
0H1

0 + a1
1H1

1 + AA) (19.a) 

ya 1
1 = (1 + M1)ya 0

0  (19.b) 

  

[高等教育費] 

 
 

∑ (1 + eM0)yec
0 H0

e = ∑ ∑ eci ∙ Pi
1 e ∙ Hi

e

i=0,1e=0,1

  

e=0,1

 (20.a) 

yec
1 = (1 + M0)yec

0  (20.b) 

 

2.5 次期への時間経過 

 期が経過するとそれぞれの教育を受けた子供がそのま

ま次期の親となり，子供を持ち家計を形成する．これを

定式化すると以下の式となる． 

 

H′f = ∑ ∑ Pi
f e ∙

i=0,1

Hi
e

e=0,1

 (21) 

 

H′f：次期の教育状態 f の親を持つ家計の数 

 

 

3． おわりに 

 本研究では、教育格差の改善が農山漁村の人口流出に

与える影響の分析を目的として、高等教育を受ける機会

の格差を考慮した立地選択モデルを構築した。 

 教育水準や高等教育費の格差が改善された場合を想定

してシミュレーションを行い，その影響の分析や，村の

人口流出に対して有効な政策の検討を試みるが、そのシ

ミュレーションや政策検討の結果に関しては講演時に報

告する． 

今後の課題としては、入学試験通過率と集積の経済に

よる影響の定式化，パラメーターの決定等に関してモデ

ルの改良を行っていくことが挙げられる。 
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